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土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数 

 

１ 還元率の算定に必要な係数 

（１）還元率の算定に必要なｉ及びｎの値は次に示すところによる。 

ｉ（割引率）＝０．０４ 

ただし、最新の社会経済情勢等を踏まえ、比較のための参考とすべき値を設定する

ことを妨げない。 

ｎ（当該施設耐用年数）は、次表に示す施設区分及び構造物区分ごとの標準耐用年

数による。 

 

施 設 区 分 構 造 物 区 分 標準耐用年数 

貯 水 池 ダム、ため池 ８０年 

頭 首 工 
コンクリート 

石積 

５０ 

４０ 

水 門 

（樋体暗渠を含む） 
鋼 ３０ 

水

路 

用 排 水 路 

鉄筋コンクリート､コンクリートブロック 

コンクリート二次製品、管路、矢板 

練石積 

空石積 

土水路 

４０ 

２０～４０ 

３０ 

２０ 

１０～２０ 

隧 道 
巻立 

素掘 

５０ 

４０ 

水 路 橋 鉄筋コンクリート、鉄骨 ５０ 

暗 渠 鉄筋コンクリート ５０ 

サ イ フ ォ ン 鉄筋コンクリート、管路 ５０ 

建 物 

鉄筋コンクリート 

鉄骨 

木造 

４５ 

３５ 

２０ 

用 排 水 機 ポンプ及び原動機を一括 ２０ 

水 管 理 施 設 管理制御機械装置及び通信施設を一括 １０ 

干 拓 

堤防 

閘門 

排水門 

１００ 

５０ 

３０ 
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施 設 区 分 構 造 物 区 分 標準耐用年数 

利 

用 

地
下
水 

集 水 暗 渠 ヒューム管、コンクリート管、石積 １５年 

井 戸 巻立、管 ３０ 

農

道 

路 面 

コンクリート敷 

アスファルト敷 

砂利敷 

１５ 

１０ 

１５ 

路 盤 、 路 床  ４０ 

橋 梁 
鉄筋コンクリート 

鉄骨 

６０ 

４５ 

区 画 整 理 
整地工のみ 

整地工、小用排水路、耕作道等一括 

１００ 

３０～４０ 

暗 渠 排 水 
完全暗渠 

簡易暗渠 

１５～３０ 

１０～１５ 

客 土 
泥炭地における客土 

その他 

１５～３０ 

３０～５０ 

かんがい排水事業 

施設区分が明瞭

でない関連事業

の場合のみ使用 

ため池施設を含むもの ５５ 

機械施設を含むもの ２５ 

ため池、機械施設を含まないもの又は 

明らかでないもの 
２０～３０ 

索 道 機械施設を含む １０～１５ 

ス プ リ ン ク ラ ー  ５～１０ 

発 電 施 設 水車及び発電機を一括 ２０ 

鳥 獣 侵 入 防 止 柵 金属造、主として木造 １５ 

開 畑 ・ 開 田  １００ 

防 風 林  １００ 

施 設 用 地 買収用地 １００ 

 

２ 作物生産効果等の算定に必要な生産物単価並びに純益率及び所得率 

（１）生産物単価 

生産物単価は、生産者の販売価格（農家受取価格）によるものとし、原則として、

事業地区における平均的な品種、品質のものの最近５か年の各年の価格（明らかに異

常な価格と認められる年を除く各年の出回り期における平均価格）を消費者物価指数

により事業計画時に換算したものの平均価格による。 
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（２）純益率及び所得率 

作物ごとの作付面積の増減及び単位面積当たり収量の増加に係る純益率及び所得率

は次による。 

 

ア 主要な作物については、次表に示すところによる。 

作 物 名 
純 益 率 所 得 率 

作付増減 単収増加 作付増減 単収増加 

水 稲 
水 稲 

北海道 

都府県 

２６ 

－ 

９２ 

８９ 

４６ 

２７ 

９２ 

８９ 

 飼 料 用 米 － ２８ － ２６ 

 加 工 用 米 － ８６ ５ ８５ 

麦 類 大 麦  ９ ９０ ２３ ８８ 

 
小 麦 

田 

畑 

－ 

－ 

８４ 

８７ 

－ 

－ 

８１ 

８３ 

豆 類 
大 豆 

田 

畑 

－ 

－ 

８８ 

８８ 

８ 

９ 

８６ 

８６ 

い も 類 い も 類 ３１ ９２ ４６ ９２ 

野 菜 果 菜 類 １７ ９１ ４５ ９２ 

 葉 茎 菜 類 １６ ９１ ３４ ９０ 

 根 菜 類 １２ ９０ ２６ ８８ 

工芸作物 原料用か ん し ょ － ８３ １９ ８８ 

 原料用ばれいしょ － ８７ ６ ８５ 

 茶 － ８８ １５ ８７ 

果 樹 み か ん １６ ９１ ４１ ９１ 

 り ん ご １ ８９ ３７ ９０ 

 そ の 他 果 樹 ２２ ９１ ４８ ９２ 

飼料作物 北 海 道 １２ ２３ ２８ ３８ 

（畜産） 都 府 県 １０ １７ ２９ ３４ 

 

  



 

- 4 - 

イ その他の作物（アに掲げる作物であって、事業地区の実態からみてアの純益率、所

得率によることが著しく不適当と認められる作物を含む。）については、原則として、

事業地区における生産費等に基づき次式により算出する。この場合において、事業

地区における生産費等は、原則として、最近５か年の「農業経営統計調査」（農林水

産省統計部）又はこれに準ずる資料の平均値によるものとするが、事業地区の実態

からみて「農業経営統計調査」等によることが著しく不適当であると認められる場

合にあっては、当該事業地区の経営計画等によるものとする。 

 

純 益 率 

作付増減 １００－ ቌ
単位当たり生産費

単位当たり主産物価額
ቍ×１００ 

 

単収増加 １００－ ቀ１００－作付増減純益率ቁ×α 

所 得 率 

作付増減 １００－ ቌ
単位当たり他給費用

単位当たり主産物価額
ቍ×１００ 

 

単収増加 １００－ ቀ１００－作付増減所得率ቁ×β 

 

（注）生 産 費＝資本利子・地代全額算入生産費－（土地改良及び水利費＋地代） 

他給費用＝生産費－家族労働費－自給肥料費×０.４ 

 

α（作付増減生産費に対する単収増加生産費の比率）＝０.１１０ 

β（作付増減他給費用に対する単収増加他給費用の比率）＝０.１５５ 

 

３ 国土造成効果の算定に必要な利子率 

国土造成効果の算定に必要な利子率は０.０４とする。 

なお、比較のための参考とすべき値を設定する場合は、１の（１）ただし書きによ

るものとする。 
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４ 消費者物価指数及び支出済費用換算係数 

（１）消費者物価指数は次表に示すところによる。 

（令和２年度＝１００） 

年 度 消 費 者 物 価 指 数 年 度 消 費 者 物 価 指 数 

昭和４５年度 

４６ 

４７ 

４８ 

４９ 

５０ 

５１ 

５２ 

５３ 

５４ 

５５ 

５６ 

５７ 

５８ 

５９ 

６０ 

６１ 

６２ 

６３ 

平成 元 

 ２ 

 ３ 

 ４ 

 ５ 

 ６ 

 ７ 

 ８ 

 ９ 

３１．４ 

３３．３ 

３５．２ 

４０．７ 

４９．１ 

５４．３ 

５９．５ 

６３．６ 

６６．０ 

６９．２ 

７４．５ 

７７．４ 

７９．４ 

８０．９ 

８２．７ 

８４．３ 

８４．３ 

８４．７ 

８５．４ 

８７．８ 

９０．５ 

９３．０ 

９４．６ 

９５．７ 

９６．１ 

９５．９ 

９６．３ 

９８．２ 

平成１０年度 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

令和 元 

 ２ 

 ３ 

 ４ 

 ５ 

 ６ 

９８．４ 

９７．９ 

９７．３ 

９６．４ 

９５．８ 

９５．６ 

９５．５ 

９５．３ 

９５．５ 

９５．９ 

９６．９ 

９５．３ 

９４．８ 

９４．７ 

９４．５ 

９５．３ 

９８．１ 

９８．３ 

９８．３ 

９９．０ 

９９．７ 

１００．２ 

１００．０ 

１００．１ 

１０３．３ 

１０６．４ 

１０９．６ 

（注）最終年度の翌年度の消費者物価指数は、原則として、最近３か月以上の月別消費者

物価指数の対前年同月増減率の平均値に基づき算出する。 
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（２）支出済費用換算係数は、次のＡ表に示すところによる。なお、昭和４９年度以前の

支出済費用換算係数は、Ａ表の昭和５０年度の支出済費用換算係数にＢ表の昭和５０

年度基準換算係数を乗じて算出する。 

 

（A 表）支出済費用換算係数 

年 度 支 出 済 費 用 換 算 係 数 年 度 支 出 済 費 用 換 算 係 数 

昭和５０年度 

５１ 

５２ 

５３ 

５４ 

５５ 

５６ 

５７ 

５８ 

５９ 

６０ 

６１ 

６２ 

６３ 

平成 元 

 ２ 

 ３ 

 ４ 

 ５ 

 ６ 

 ７ 

 ８ 

 ９ 

１０ 

１１ 

２．６０４ 

２．４６６ 

２．３４９ 

２．２５３ 

２．０６６ 

１．８７０ 

１．８３０ 

１．７８７ 

１．７８１ 

１．７７０ 

１．７６８ 

１．７９２ 

１．８０２ 

１．７６５ 

１．６９３ 

１．６２６ 

１．５６１ 

１．５３７ 

１．５２３ 

１．５１７ 

１．４９５ 

１．４８６ 

１．４５９ 

１．４８７ 

１．４９９ 

平成１２年度 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

令和 元 

 ２ 

 ３ 

 ４ 

 ５ 

 ６ 

１．４９５ 

１．５１４ 

１．５１８ 

１．５１９ 

１．４９５ 

１．４４４ 

１．４１９ 

１．４０８ 

１．３２５ 

１．３６３ 

１．３５１ 

１．３３３ 

１．３８６ 

１．３２８ 

１．２９３ 

１．２９２ 

１．３１３ 

１．２６３ 

１．２５７ 

１．２３６ 

１．２４８ 

１．１５６ 

１．０４３ 

１．０１８ 

１．０００ 

（注）最終年度の翌年度の支出済費用換算係数は、原則として、企業物価指数（日本銀行）

その他の資料により算出される最近３か月以上の月別物価指数の対前年同月増減率の

平均値に基づき算出する。 
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（B 表）昭和５０年度基準換算係数 

（昭和５０年度＝１．００） 

年 度 支 出 済 費 用 換 算 係 数 年 度 支 出 済 費 用 換 算 係 数 

昭和４９年度 

４８ 

４７ 

４６ 

４５ 

４４ 

４３ 

４２ 

４１ 

４０ 

３９ 

３８ 

３７ 

３６ 

３５ 

３４ 

３３ 

３２ 

３１ 

３０ 

２９ 

２８ 

２７ 

２６ 

２５ 

１．０６ 

１．３７ 

１．６４ 

１．７６ 

１．８６ 

２．００ 

２．１４ 

２．２６ 

２．３８ 

２．５０ 

２．６２ 

２．７９ 

２．９１ 

３．１７ 

３．５１ 

３．７３ 

３．８８ 

３．８１ 

４．０６ 

４．２３ 

４．２１ 

５．２５ 

５．９７ 

６．５５ 

７．６９ 

昭和２４年度 

２３ 

２２ 

２１ 

２０ 

１９ 

１８ 

１７ 

１６ 

１５ 

１４ 

１３ 

１２ 

１１ 

１０ 

９ 

８ 

７ 

６ 

５ 

４ 

３ 

２ 

１ 

 

８．１６ 

１３．０２ 

２４．１９ 

８９．６０ 

３４６．７２ 

５３４．１４ 

７０７．６２ 

７６９．１０ 

８７４．１４ 

９１１．９７ 

９４３．０８ 

１，１２２．２９ 

１，２２１．６０ 

１，３６７．９５ 

１，３８７．８７ 

１，４１３．７５ 

１，４４４．８６ 

１，５０６．５９ 

１，５００．３７ 

１，２８５．０７ 

１，０７３．０１ 

１，０４８．１２ 

１，０４４．６３ 

９８９．３８ 

 

 


